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今回発行の「ほくよう調査レポート No．３１２」は、８・９月号の合併号となっております。

そのため、８月は休刊させていただきます。
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道内景気は、新型コロナウイルスの影響が残るものの、持ち直しの動きがみられる。生産

活動は横ばい圏内の動きとなっている。需要面をみると、個人消費は、一部に弱さが残るも

のの持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、弱さがみられる。設備投資は、持ち直しの動

きがみられる。公共投資は、高水準ながら弱めの動きとなっている。輸出は、持ち直しの動

きがみられる。観光は、厳しい状況が続いているものの、緩やかに持ち直している。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、件数と

負債総額が前年を上回った。消費者物価は、１１か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～４か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、６月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．６ポイン

ト上回る５８．４と４か月連続で上昇した。横ば

いを示す５０を４か月連続で上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．２ポイント下回る５５．４となった。

５月の鉱工業生産指数は８７．２（季節調整済

指数、前月比▲４．２％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲０．６％と１５か

月ぶりに低下した。

業種別では、輸送機械工業など９業種が前

月比低下となった。一般機械工業など６業種

が前月比上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号
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３．百貨店等販売額～３か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～１１か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～２か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

５月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋６．４％）は、３か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋５７．４％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同＋０．４％）

は、衣料品、身の回り品、その他が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋５．５％）

は、７か月連続で前年を上回った。

５月の乗用車新車登録台数は、９，３４６台

（前年比▲１８．１％）と１１か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１７．２％）、

小型車（同▲８．２％）、軽乗用車（同▲２６．３％）

となった。

１～５月累計では、５９，０５５台（前年比

▲１３．３％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲９．５％）、小型車（同▲９．７％）、軽

乗用車（同▲２０．２％）となった。

５月の札幌ドームへの来場者数は、２５１千

人（前年比＋１４３．４％）と２か月ぶりに前年

を上回った。来場者内訳は、プロ野球２１９千

人（同＋１５５．６％）、サッカー２０千人（同

＋１５．９％）、その他が１３千人（同＋１７２６．７％）

だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～６か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～４か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）

654322022/11211109872021/6
0

250
500
750
1,000
1,250

1,750

2,250

1,500

2,000

-40
-30
-20
-10
0
10

30

50

20

40

８．公共投資～３か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

５月の住宅着工戸数は２，５３９戸（前年比

▲１８．３％）と６か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１７．１％）、貸家

（同▲１８．２％）、給与（同▲７２．３％）、分譲

（同▲８．９％）となった。

１～５月累計では、１０，７４８戸（前年比

▲１２．９％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１８．９％）、貸家（同▲１７．３％）、

給与（同▲５２．９％）、分譲（同＋１３．６％）と

なった。

５月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１１８，４７８㎡（前年比▲４３．２％）と４か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋１９．１％）、非製造業（同▲４７．０％）であっ

た。

１～５月累計では、５９７，０５２㎡（前年比

▲６．２％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲６．５％）、非製造業（同

▲６．１％）となった。

６月の公共工事請負金額は１，６３３億円（前

年比▲１．６％）と３か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同

＋５６．０％）、市町村（同＋７．５％）、その他

（同＋１３４．９％）が前年を上回った。国（同

▲１５．９％）、道（同▲０．１％）、地方公社（同

皆減）が前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～７か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月ぶりに増加

貿易動向

（資料：函館税関）

５月の国内輸送機関利用による来道者数

は、７８５千人（前年比＋１４７．９％）と７か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋１６２．１％）、JR（同＋１５４．７％）、

フェリー（同＋６０．５％）となった。

１～５月累計では、２，９９８千人（同

＋８０．３％）と前年を上回っている。

５月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年同月０人）と底ばいが続いて

いる。

５月の貿易額は、輸出が前年比＋５３．１％の

２９９億円、輸入が同＋６２．１％の１，６１６億円だっ

た。

輸出は、船舶、魚介類・同調製品、鉄鋼な

どが増加した。

輸入は、石炭、原油・粗油、電気機器など

が増加した。

輸出は、１～５月累計では１，４６２億円（前

年比＋３１．７％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は６か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～１１か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．００倍（前年比＋０．０７ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋１４．３％と１５か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋８．９％）、宿泊業・飲食サービス業

（同＋４４．４％）などが前年を上回った。運輸

業・郵便業（同▲３．４％）が前年を下回っ

た。

６月の企業倒産は、件数が２１件（前年比

＋７５．０％）、負債総額が４４億円（同＋４３２．２％）

だった。負債総額は６か月連続で前年を上

回った。

業種別では運輸業、サービス・他が各５

件、製造業、卸売業が各３件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１２件

であった。

５月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．３（前月比＋０．２％）となっ

た。前年比は＋２．８％と、１１か月連続で前年

を上回った。

石油製品の価格は調査基準日（５月１０日）

時点で、灯油価格は前月比＋０．２％、前年同

月比＋２８．４％となり、ガソリン価格は前月比

▲４．１％、前年同月比＋１２．４％となった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２２年４～６月期 実績

前期に比べ、売上DI（１１）は１９ポイ
ント上昇、利益DI（△４）は１７ポイン
ト上昇し、業況は２期ぶりの上昇となっ
た。売上DIは２０１７年１０～１２月期以来の
プラス圏に上昇した。業種によりばらつ
きはあるものの、製造業・非製造業とも
に業況持ち直しの動きがみられた。

２．２０２２年７～９月期 見通し

前期に比べ、売上DI（９）は２ポイ
ント低下、利益DI（△４）は横ばいの
見通し。原油価格や原材料価格の上昇に
よる企業収益の圧迫は依然として続いて
おり、先行に不透明感がみられる。

項 目
２０１９年
４～６７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２２年
１～３４～６７～９

見通し

売上DI △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ １１ ９
利益DI △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △４ △４

定例調査

売上DIは２０１７年１０～１２月期以来のプラス圏に上昇
第８５回 道内企業の経営動向調査

※①２０／２／２８～２０／３／１８ 道独自の緊急事態宣言、②２０／４／８～２０／４／１６ 集中対策期間、③２０／４／１７～２０／５／２５ 緊急事態宣言
④２０／８／１～２０／９／３０ 集中対策期間、⑤２０／１０／２８～２１／３／７ 集中対策期間、⑥２１／５／９～２１／５／１５ まん延防止等重点措置
⑦２１／５／１６～２１／６／２０ 緊急事態宣言、⑧２１／６／２１～２１／７／２１ まん延防止等重点措置、⑨２１／８／２～２１／８／２６ まん延防止等重点措置
⑩２１／８／２７～２１／９／３０ 緊急事態宣言、⑪２２／１／２７～２２／３／２１ まん延防止等重点措置

― ６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２２年４～６月期実績）

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

２０２２年
４～６

２０２２年
７～９

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 業種によりばらつきがあるものの、製造業・非
製造業ともに業況持ち直しの動きがみられた。

売上ＤＩ △１２ △２ △８ １１ △５ ９
利益ＤＩ △１６ △１５ △２１ △４ △１５ △４

製造業 売上DI・利益DIとも改善したが、
利益DIはマイナス圏が続いている。

売上ＤＩ △６ ４ △８ ６ △８ ６
利益ＤＩ △１５ △１５ △２３ △１３ △１７ △１１

食料品 全業態で売上DI・利益DIともに上昇したが、
畜産の利益DIはマイナス圏にとどまった。

売上ＤＩ △１１ ２９ ５ ３８ ０ ３９
利益ＤＩ △５ △５ △１８ １５ △１５ ２０

木材・木製品 製材は持ち直しの動き。木製品は売上DI
・利益DIともマイナス圏となっている。

売上ＤＩ １５ △５ １８ １７ ０ １１
利益ＤＩ △５ △２０ ０ １１ △１４ △１１

鉄鋼・金属製品・
機械

全ての業態で売上DI・利益DIと
もに低迷している。

売上ＤＩ △１６ △１４ △２４ △１７ △１９ △１０
利益ＤＩ △２６ △１７ △３３ △３８ △２８ △２９

非製造業 非製造業全体で業況持ち直しの動
きがみられた。

売上ＤＩ △１４ △４ △８ １３ △４ １０
利益ＤＩ △１７ △１５ △１９ ０ △１３ △１

建設業 公共・民間ともに売上DI・利益DIはマイナス圏
にとどまるものの、前期比で改善がみられる。

売上ＤＩ △１９ △２４ △２５ △２０ △１５ △２２
利益ＤＩ △２８ △２６ △３５ △２５ △１８ △３０

卸売業 全ての業態で売上DI・利益DIと
もに改善した。

売上ＤＩ △７ ９ △１７ １０ △１０ ９
利益ＤＩ １１ ５ △２５ ５ △２１ △７

小売業 燃料店・食品小売は売上DIが上昇したが、
原油・原材料高で利益DIは伸びなかった。

売上ＤＩ ０ ２ ７ ３７ ７ ２４
利益ＤＩ △２４ △３６ △２２ △１７ △１２ △５

運輸業 旅客・貨物ともに業況持ち直しの
動きがみられた。

売上ＤＩ △３５ △４ ７ ２６ ０ ３１
利益ＤＩ △２３ △１２ △１４ １４ △２５ １７

ホテル・旅館業 コロナ禍の影響が和らぎ、業況の
改善が続いている。

売上ＤＩ △７１ ６ ３３ ８１ ４４ ７５
利益ＤＩ △６７ △１１ ４４ ７５ ４４ ７５

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

２０２２年
４～６

２０２２年
７～９

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ １１ △５ ９
利益ＤＩ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △４ △１５ △４

札 幌 市
売上ＤＩ △６ △１３ △６３ △５８ △３７ △３２ ２ △３ ４ △１１ １１ １ ７
利益ＤＩ △１０ △１７ △５８ △４９ △３１ △２９ ０ △１０ △６ △２１ ０ △７ ０

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △１６ △３６ △５０ △４３ △３７ △２１ △７ △１８ △５ △９ １７ △１５ １７
利益ＤＩ △５ △３４ △４７ △４３ △３５ △２６ △１８ △１８ △１７ △２５ △９ △２６ △８

道 南
売上ＤＩ △１２ △２９ △５９ △６３ △５６ △５２ △８ △２９ △２０ △１９ ２４ △３ １６
利益ＤＩ △７ △１８ △５９ △５１ △５３ △５５ △１８ △３２ △３４ △４４ △５ △２２ △１１

道 北
売上ＤＩ △６ △２５ △５４ △４６ △２７ △２５ ３ △８ ４ ８ １１ △５ ４
利益ＤＩ △１１ △２７ △５５ △３１ △２２ △２０ △２ △１８ △９ △３ ７ △９ △１１

道 東
売上ＤＩ △２１ △２２ △６５ △５５ △４０ △４４ △９ △１８ △３ △９ △８ △７ ２
利益ＤＩ △２５ △３１ △７０ △４５ △２９ △３１ △１１ △１６ △２７ △１９ △１５ △１８ ０

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業建設業

定例調査
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＜図表5＞利　益

＜図表4＞売　上
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3
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2
増加
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9 57 34
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24 35 41

40 34 26
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2
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4 不変 48 減少 28
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37 46 17

28 33 39

7 57 36

13 41 46

25 49 26

10 50 40

18 57 25

27 41 32

43 31 26

81 13 6

24 65 11

2022/4～6実績（n=397） 2022/7～9見通し（n=393）

2022/4～6実績（n=395） 2022/7～9見通し（n=391）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。
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＜図表6＞資金繰り

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

＜図表7＞短期借入金の難易感

△ 3 1 △ 3

△ 2 △ 1 △ 4

△ 3 0 △ 3

0 △10 △14

△ 5 0 △ 5

4 6 5

△ 3 1 △ 3

3 3 0

△ 5 5 △ 6

△10 △ 8 △ 5

4 4 △ 4

△29 0 △ 6

4 2 0

21/7～9
資金繰りDI

21/10～12
資金繰りDI

22/1～3
資金繰りDI 資金繰りDI 資金繰りDI

5 8 6

7 8 8

3 5 8

10 11 5

2 6 3

21 18 21

4 8 4

12 16 10

0 7 4

6 6 3

4 0 7

△20 6 △18

4 0 5

21/7～9
難易感DI

21/10～12
難易感DI

22/1～3
難易感DI 難易感DI 難易感DI

6 不変 88 6

4 90 6

5 93 2

11 84 5

93 7

4 84 12

7 87 6

5 90 5

89 11

10 85 5

12 79 9

31 69

4 94 2

0

△ 2

3

6

△ 7

△ 8

1

0

△11

5

3

31

2

△ 2

△ 6

△ 2

△22

△ 2

△ 9

0

△11

△14

5

9

50

7

7 不変 84 9

4 86 10

7 84 9

78 22

2 94 4

4 83 13

8 84 8

89 11

86 14

10 85 5

18 73 9

50 50

9 89 2

4

8

5

11

10

8

3

4

4

0

△ 3

△ 7

8

3

6

5

△ 6

7

13

2

1

2

0

0

△ 7

9

7 不変 90 3

9 90 1

5 95

11 89

10 90

12 84 4

6 91 3

4 96

4 96

5 90 5

6 85 9

13 67 20

10 88 2

7 不変 89 4

8 90 2

7 91 2

5 84 11

22 56 22

13 87

6 90 4

5 91 4

4 94 2

5 90 5

9 82 9

7 79 14

9 91

2022/4～6実績（n=396） 2022/7～9見通し（n=391）

2022/4～6実績（n=395） 2022/7～9見通し（n=390）

好転 悪化 好転 悪化

容易 困難 容易 困難
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＜図表9＞設備投資

＜図表8＞在　庫

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

△ 1 0 5

△ 1 2 11

8 5 10

△10 △10 23

△10 3 3

9 7 16

0 0 2

△11 △ 8 △14

13 15 23

0 △ 6 △ 8

0 0 0

11 6 29

△ 5 △ 3 0

21/7～9
在庫DI

21/10～12
在庫DI

22/1～3
在庫DI 在庫DI 在庫DI

39 40 37

37 37 33

39 33 33

33 20 27

40 37 32

33 65 42

39 42 38

29 35 32

30 30 20

48 37 44

50 58 59

38 44 61

52 61 41

21/7～9
実施企業

21/10～12
実施企業

22/1～3
実施企業

3

9

2

0

12

22

0

△11

19

△10

0

0

3

△ 1

7

7

0

3

17

△ 4

△14

7

△ 8

0

0

△ 3

12 適正 79 9

16 77 7

9 84 7

22 56 22

14 84 2

26 70 4

10 80 10

3 83 14

23 73 4

17 56 27

100

100

8 87 5

9 適正 81 10

16 75 9

12 83 5

28 44 28

8 87 5

26 65 9

6 84 10

1 84 15

12 83 5

13 66 21

100

100

5 87 8

実施 38 実施せず 62

42 58

44 56

33 67

36 64

54 46

36 64

26 74

25 75

34 66

49 51

56 44

50 50

実施 36 34 未定 30

41 30 30

39 27 34

39 50 11

39 32 29

48 16 36

34 36 30

26 33 40

25 49 26

30 40 30

42 27 30

56 25 19

48 30 22

2022/4～6実績（n=367） 2022/7～9見通し（n=364）

2022/4～6実績（n=391） 2022/7～9見通し（n=389）

過多 過少 過多 過少

実施せず
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）

資金需要DI 資金需要DI

資金需要DI 資金需要DI

4
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12

△11

0

12

3

△ 5

9

7

3

31

△ 4

4

1

8

△11

0

0

6

△ 3

13

13

0

31

0

12 不変 80 8

14 77 9

19 74 7

17 55 28

5 90 5

20 72 8

10 83 7

4 87 9

13 83 4

9 89 2

21 61 18

31 69

4 88 8

12 不変 80 8

12 77 11

15 78 7

17 55 28

8 84 8

8 84 8

13 80 7

5 87 8

17 79 4

13 87

18 64 18

31 69

9 82 9

10 不変 81 9

14 76 10

17 76 7

28 58 14

5 85 10

16 72 12

7 85 8

5 87 8

6 88 6

10 80 10

6 76 18

31 69

2 92 6

1

4

10

14

△ 5

4

△ 1

△ 3

0

0

△12

31

△ 4

△ 2

△ 1

8

0

△ 5

△ 8

△ 3

△ 4

△ 2

0

△15

33

△ 7

8 不変 82 10

11 77 12

15 78 7

14 72 14

8 79 13

8 76 16

6 85 9

6 84 10

2 94 4

10 80 10

3 79 18

33 67

2 89 9

2022/7～9見通し（n=394） 2022/10～12見通し（n=388）

2022/7～9見通し（n=385） 2022/10～12見通し（n=380）

増加 減少 増加 減少

増加 減少 増加 減少
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人手不足
売上不振
諸経費の増加
過当競争
人件費増加
原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（７５％） ＋７ ８期連続で上昇、４期連続で１位となった。製造業（８７％）はもとより、
非製造業（６９％）のうち、ホテル・旅館業（８８％）が１６ポイント上昇した。

�人手不足（５１％） ＋３ 建設業（７２％）が前回から横ばいながらも最も人手不足に課題を抱えてい
る。そのほか、卸売業・小売業を除く業種で、人手不足感は高まっている。

�諸経費の増加（４６％） ＋３ 食料品（６３％）など４業種が上昇、ホテル・旅館（５０％）が横ばいと
なった。一方、運輸（４９％）など３業種が低下した。

�売上不振（３６％） △１０ 製造業（３５％）、非製造業（３６％）ともに低下した。上昇したのは、
木材・木製品製造業（３９％）であった。

�人件費増加（３３％） △３ 製造業（２９％）は、全業種で低下した。非製造業（３４％）は、業種に
よりばらつきがみられたが、横ばいとなった。

�過当競争（１９％） ＋０ 製造業（１２％）が低下、非製造業（２３％）が上昇し、全産業では横ば
いとなった。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第８５回定例調査（２０２２年４～６月期実績、２０２２年７～９月期見通し）
回答期間：２０２２年５月中旬～６月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ②
７５ ８７ ８８ ８３ ８８ ８４ ６９ ７４ ７９ ７１ ６９ ８８ ４３
（６８）（８２）（８８）（７７）（８３）（７５）（６１）（６７）（７１）（６３）（６１）（７２）（３３）

�人手不足
② ③ ③ ② ③ ③ ② ② ③ ② ② ①
５１ ４４ ４４ ４４ ４０ ５２ ５４ ７２ ３３ ３７ ６０ ６３ ６２
（４８）（３７）（４０）（３２）（３９）（３５）（５２）（７２）（３９）（４１）（５７）（３９）（４８）

�諸経費の増加
③ ② ② ② ② ③ ② ② ③ ②
４６ ５１ ６３ ４４ ３８ ５６ ４３ ３０ ５３ ４９ ４９ ５０ ４３
（４３）（４８）（５８）（４１）（４４）（４５）（４１）（３２）（４７）（４４）（６１）（５０）（２９）

�売上不振
② ③ ②

３６ ３５ １５ ３９ ４８ ４４ ３６ ３２ ３５ ３４ ４３ ６３ ３０
（４６）（４９）（５０）（３６）（５３）（５５）（４４）（３６）（４７）（３４）（５４）（８３）（４０）

�人件費増加
③

３３ ２９ ４１ １７ １９ ３６ ３４ ３９ ３３ ３４ ３７ ３１ ２８
（３６）（４２）（５８）（２３）（２８）（５５）（３４）（３８）（３５）（３４）（３２）（１１）（３６）

�過当競争 １９ １２ １５ ６ １２ １２ ２３ ３２ ２３ ２９ １１ ２５ ９
（１９）（１７）（１５）（１４）（１９）（２０）（２０）（２５）（２４）（１７）（７）（２２）（１４）

�価格引き下げ要請 ６ ６ ７ ６ １０ ０ ６ ５ １２ ０ ３ ０ ９
（６）（６）（３）（５）（８）（１０）（６）（４）（１２）（５）（４）（－）（７）

	資金調達 ６ ６ ５ １７ ２ ８ ６ ５ ４ １２ １１ ６ ２
（５）（５）（８）（５）（６）（－）（４）（１）（２）（５）（１１）（１７）（２）


設備不足 ５ １０ １２ ０ ７ ２０ ３ ０ ５ ０ ６ ６ ４
（９）（１６）（１５）（２３）（１４）（１５）（５）（１）（６）（７）（４）（１１）（７）

�販売価格低下 ４ ２ ０ ６ ５ ０ ５ ４ ９ ５ ３ ６ ２
（６）（６）（３）（－）（１１）（１０）（６）（１）（１６）（２）（７）（１７）（２）

�代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ２ ２ ０ ０ ０
（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

その他 ４ ３ ２ ６ ２ ４ ４ ３ ４ ７ ３ ０ ４
（７）（６）（３）（５）（１１）（５）（８）（８）（６）（１２）（－）（６）（１２）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３９８ １００．０％
札幌市 １５０ ３７．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９４ ２３．６
道 南 ３８ ９．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １４．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６０ １５．１ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７００ ３９８ ５６．９％
製 造 業 １９９ １２６ ６３．３
食 料 品 ６８ ４１ ６０．３
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １８ ５４．５
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ４２ ７０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２５ ６５．８
非 製 造 業 ５０１ ２７２ ５４．３
建 設 業 １３９ ７４ ５３．２
卸 売 業 １００ ５８ ５８．０
小 売 業 ９７ ４１ ４２．３
運 輸 業 ５０ ３５ ７０．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １６ ４７．１
その他の非製造業 ８１ ４８ ５９．３

業種別回答状況
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今回の調査では、道内企業の業況は２期ぶりに上昇し、コロナ禍からの業況持ち直しの動

きがみられました。企業からは、売上の持ち直しの声があがる一方、原材料価格や原油価格

高騰によるコスト高が利益回復の足かせになっているとの声が多く聞かれました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜飲料品製造業＞ 原料・容器・包装資材・
輸送費等、仕入関係の費用が値上げされ大変
苦慮している。自社内で経費の見直し、生産
性向上の改善策を実施しているが、コスト
アップ分を吸収できる状況ではない。どの程
度販売先へ値上げ要請できるか、個々の検討
を早急に行う予定である。（道南）

＜製菓業＞ 観光市場が徐々に回復している
ため、売上は持ち直す予想ができる一方、水
道光熱費や包装資材、原料の値上りが想定以
上であり、利益率の悪化が懸念される。既に
一部価格改定も実施していることから、今後
は、売上と利益の数値を分析しながら、製造
部門の生産性が低下しないよう、評価を進め
ていく。新商品の開発やブラッシュアップも
進めていき、市場回復のスピードに遅れを取
らないよう準備していく。（道北）

＜食料品製造業＞ 輸入仕入品が円安のた
め、負担が大きくなっている。価格転嫁が難
しく、営業面で苦戦を予想している。（道央
［惣菜］）

＜製材業＞ ウッドショックの影響で木材の
市場価格が高騰するなか、国産材にシフトし
ていく動きがあることは非常に喜ばしいが、
本州の大手が道産材に高値を付けて買い占め
ている実態もある。林野庁が打ち出した国産
の原木・製材の輸送費に助成金を出す制度
は、明らかに大手企業を後押しし、中小零細
企業を苦しめることになる。（道南）

＜製材業＞ 輸送費に補助金がつくように
なったので、北海道は本州への原木の供給基
地になれると思うが、原材料の入手が非常に
厳しい。製造業として原材料確保が難しいこ
とは、先の計画が全く立たないことと同義で
ある。（道東）

＜金属製品製造業＞ 直近３ヶ月の売上高を
比較すると、２０年比▲４０％だが、２１年比＋
４０％だったので回復傾向にある。ようやくコ
ロナ禍の景況危機から脱出できそうだった
が、外圧による物価高や戦禍の長期化による
先行き不透明感で、しばらくは現状維持で我
慢の経営を続けるしかなさそう。（札幌［ス
チール製品］）

＜金属製品製造業＞ 今年に入り売上高の低
迷が続いている。ただ、見積依頼はきている
ので、まだ悲観はせず様子見の状態。鋼材や
エネルギー関係、消耗品費と値上がりが続
き、従来通りのやり方では利益を出すことが
難しくなるので、今後は価格が下がることを
期待せず、新たな戦略の立案・実行が急務と
考えている。（道北）

＜鉄鋼業＞ 国内市場向けポンプ部品や電力
向け製品の受注低迷により、売上が伸びな
い。また、原材料の高騰が収益を圧迫してい
る。今後は、対面による新規営業活動と価格
改定を推し進め、受注確保を目指す。（札幌
［鉄鋼］）

経営のポイント

コロナ禍からの持ち直しの動きがみられるなかで、コスト高が重荷に
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

＜印刷業＞ 取引先の集客施策が停止してい
るため、DM・チラシ受託業務が減り、大幅
減収となっている。新型コロナの影響を受け
ない事業を早急に検討・実施する必要がある
が、業態変換は難しい。現状の技術及び設備
を利用し、新規事業構築を検討していく。ま
た、各種助成金を受けることも検討する。（札
幌）

＜コンクリート製品製造業＞ 公共工事・民
間工事共に低調に推移し、原材料・部材の高
騰や入荷の遅れ等で、工事の進捗状況に不透
明感がある。後半の工事発注見通しに不安が
ある。（札幌）

＜プラスチック製品製造業＞ 原油価格上昇
に伴い、原材料の仕入価格が高騰している。
製品への価格転嫁が急務と考えている。（道
央）

＜電気工事業＞ 今までの設備投資分を賄う
ほどの仕事の発注がなく、現時点で売上が減
少することがほぼ確実視されている。蓄えが
あるので経営悪化とはならないが、売上が減
少するのがみえているので、早期の対策が必
要と考えている。または、人材育成・資格取
得を強化する年と割り切るか、逡巡してい
る。（道央）

＜建設業＞ 管内は、主要事業（高規格道
路）の完了に伴い事業量が大幅に減少してい
る。当社は、下請け工事に注力しているが、
元請工事の受注不振で競争が激化しているた
め、利益率が低下している。また、建設資材
の価格上昇が速く、契約時の金額では間に合
わないケースがある。今後、競争力の強化、
営業範囲の拡大が必要になる。（道南［公共工
事］）

＜住宅建築業＞ 工事原価の高騰や住宅設備
等の入荷遅れにより、利益確保が難しい状
況。販管費にも影響が出ている。同業各社と
も厳しい状況のようで、過当競争に陥るので
はないかと危惧している。最高益を謳うメー
カー、商社や物流業界にも、今期については
影響が出るのではないか。当面は資金繰りに
問題は生じないが、利益確保に光明を見いだ
せず先行きが不安である。国の追加支援制度
に期待している。（道央）

＜造園工事業＞ 人手不足により受注量が制
限され、売上が減少している。人材確保する
方法を模索していく。（道東）

＜食料品卸売業＞ コロナ後を見据え対応し
ようとする風潮があり、トレンドの転換期を
感じる。このコロナ禍では守勢が重んじられ
たが、いよいよそうはいかない。大小問わず
営業内容の改善が必要だ。（札幌）

＜包装用品卸売業＞ 仕入先からの値上げ要
請は依然として続いており、販売先への価格
改定交渉に追われている。今後の収益面の影
響も大きいことから優先的に取り組んでい
る。（札幌）

＜食料品卸売業＞ 魚価が上がり基調のため
相場損が出ず、一定の利益を確保できている
ため、現状の業績は好調である。ただし、コ
ロナ影響やウクライナ情勢、中国のロックダ
ウンなど外的要因による相場の変動が予想さ
れる。在庫の回転率を上げるなど、相場によ
る損失を抑えるよう管理体制を強化してい
く。（札幌［水産物］）

＜建材卸売業＞ 公共事業はある程度見込め
るものの、コロナによる先行き不安、ウクラ
イナ情勢、世界規模の原材料高、民間設備投
資の延期縮小の恐れ、など不安材料しか見当
たらない。（道央）

経営のポイント
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７．小売業

８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他非製造業

＜穀物卸売業＞ 業界として各種経費増を問
題視している。老朽化する設備に対し、修
理・修繕・メンテナンス・再設備を行ってい
くためにも、適正利潤の追求が必要である。
（道北）

＜コンビニエンスストア＞ 色々なイベント
等が再開されたことで人の動きが戻ってきて
おり、売上回復につながっている。（道北）

＜酒小売業＞ コロナ禍を受けて、取引先で
ある飲食業者・宿泊業者の集客が落ちてい
る。特にホテルは宴会がほとんどない状態が
続いている。取引先店舗の稼働率はコロナ前
の水準近くまで回復しているが、取引先毎の
売上は以前より減少しており、売上全体とし
てはコロナ前の水準に遠く及ばない。一般消
費者向け店舗も経営しているので、業者向け
に頼らない販売戦略を指向する一方、ドラッ
グストア等への卸売や酒類以外の販売も推進
している。札幌市内の野外イベントが再開さ
れつつあり、需要回復へのきっかけとした
い。（札幌）

＜自動車販売店＞ 自動車メーカーの新車生
産遅れの影響で、お客様から注文はいただく
ものの売上にならずに受注残だけが積みあ
がっている。原因はコロナ禍や半導体不足だ
が、これらはすぐに改善されることにはなら
ないであろうから、新車の生産遅れは数年間
続くと思われる。お客様への早めのアプロー
チ、新車以外での売上確保など、対応に苦慮
している。（道南）

＜バス会社＞ 売上は緩やかに回復している
が、人件費をはじめ経費削減に努めても燃料
費の増加で減殺され、業績・資金繰りはさほ
ど回復していない。（道央）

＜運輸業＞ 例年春先は物件が少なく、夏以
降に現場が動いてくるため車両の稼働率が上
がるが、人手不足が課題となっている。（札幌
［資材・産廃］）

＜観光ホテル＞ コロナウイルスの猛威が落
ち着き、徐々に人も動き出しているため、業
績は回復傾向にある。インバウンドの入国制
限緩和がどれだけプラスに働くかは不透明で
あるため、道内客、国内客に特化した集客を
継続していく。（札幌）

＜旅館＞ コロナ禍にて縮小したリソース
（特に人員）では、これからのリベンジ消費
に対して追いつかないと考えられる。（道央）

＜観光ホテル＞ 一部個人客は戻ってきてい
る印象だが、海難事故の影響が少なからず出
ており、団体旅行の催行中止が多くなってい
る。個人客へのプロモーション戦略が大事に
なる。（道東）

＜飲食店＞ 今年の売上はコロナ前の８割程
度に戻っている。仕入価格の高騰や品不足な
どが原価を押し上げているため値上げを実施
したが、顧客数の減少が顕著に表れている。
（札幌）

＜建設機械器具リース＞ コロナウイルスと
の共存時代が確立されつつあり、売上・利益
の増加が見込まれるが、原材料価格の高騰も
あり安心はできない状況が続きそうなので、
より慎重な経営が必要である。（道央）

＜自動車整備業＞ 整備士の人材不足が深刻
である。今後は、人材育成に力を入れて有資
格者の整備士を増やしていく予定である。（道
北）

経営のポイント
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全産業 製造業 食料品 木材･
木製品

鉄鋼･
金属製
品･機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業

ややマイナスの影響があるプラスの影響がある ややプラスの影響がある マイナスの影響がある 影響はない わからない

１．ウクライナ紛争の経営への影
響〈図表１、図表２〉

「マイナスの影響がある」（５０％）が第

１位となった。「ややマイナスの影響があ

る」（２８％）と合わせると、約８割

（７８％）の企業が何らかのマイナスの影

響を受けていた。業種別では、食料品製

造業、ホテル旅館業でマイナスの影響の

回答が最も多く、ともに約９割（８８％）

が「マイナスの影響がある」または「や

やマイナスの影響がある」と回答した。

一方、プラスの影響を回答したのは、

木材・木製品製造業「ややプラスの影響

がある」（６％）等にとどまった。

２．ウクライナ紛争の具体的マイ
ナスの影響〈図表３〉

「原材料・資材などの調達困難・価格

上昇」（６８％）、「エネルギーの調達困難・

価格上昇」（５２％）、「輸送時間や輸送コス

トの増加」（２２％）が上位となった。業種

別では、ホテル・旅館業のみ「食料品の

調達困難・価格上昇」（７５％）が第１位と

なった。

臨時調査

ウクライナ紛争は８割の企業にマイナスの影響
ウクライナ紛争の道内企業の経営への影響について

＜要約＞

〈図表１〉ウクライナ紛争の経営への影響
（n＝３９８） （単位：％）

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号

ｏ．３１２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０１９　臨時調査  2022.07.12 17.04.54  Page 18 



調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより

回収。
調査内容：ウクライナ紛争の道内企業の経営への影響につ

いて
回答期間：２０２２年５月中旬～６月中旬
本文中の略称
（Ａ）ｎ＝有効回答数

（n＝３９８） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�プラスの影響がある ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

�ややプラスの影響がある １ １ ０ ６ ０ ０ １ ０ ３ ２ ０ ０ ０

�ややマイナスの影響があ
る ２８ ２８ ２７ ２２ ３３ ２４ ２８ ２７ ３３ ２７ ２０ ２５ ３１

�マイナスの影響がある ５０ ５３ ６１ ５６ ４０ ６０ ４８ ５１ ４５ ４６ ６３ ６３ ３３

�影響はない １０ １０ ５ ０ １７ １２ １１ ８ ９ ７ ６ １３ ２３

�わからない ９ ７ ５ １７ １０ ０ １０ ９ １０ １２ ９ ０ １３

（n＝３９８） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料・資材などの調達
困難・価格上昇

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ② ③ ①
６８ ７８ ７８ ７８ ７１ ８８ ６４ ７４ ６６ ６１ ４９ ５６ ６０

�エネルギーの調達困難・
価格上昇

② ② ② ③ ② ② ② ② ② ② ① ② ②
５２ ５６ ７６ １７ ４８ ６４ ５１ ５０ ３８ ４４ ７７ ６３ ５０

�輸送時間や輸送コストの
増加

③ ③ ③ ② ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
２２ ３２ ３９ ２８ ２９ ２８ １８ １６ ２８ ２０ １４ １９ １０

�食料品の調達困難・価格
上昇

①
１４ １４ ３４ ６ ５ ４ １３ ３ ２１ １７ ０ ７５ ６

�サプライチェーンの断絶
・混乱 ６ ９ ７ ６ １０ １２ ５ ８ １０ ２ ０ ０ ０

�輸出の減少
２ ３ ０ ６ ７ ０ ２ ０ ５ ５ ０ ０ ０

�海外拠点の閉鎖・撤退
１ １ ０ ６ ０ ０ １ ０ ２ ５ ０ ０ ０

�その他
１ １ ０ ０ ２ ０ １ １ ２ ０ ０ ６ ２

〈図表２〉ウクライナ紛争の経営への影響

〈図表３〉ウクライナ紛争の具体的マイナスの影響（複数回答）

○内数字は業種内の順位

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３９８ １００．０％
札幌市 １５０ ３７．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９４ ２３．６
道 南 ３８ ９．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １４．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６０ １５．１ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７００ ３９８ ５６．９％
製 造 業 １９９ １２６ ６３．３
食 料 品 ６８ ４１ ６０．３
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １８ ５４．５
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ４２ ７０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２５ ６５．８
非 製 造 業 ５０１ ２７２ ５４．３
建 設 業 １３９ ７４ ５３．２
卸 売 業 １００ ５８ ５８．０
小 売 業 ９７ ４１ ４２．３
運 輸 業 ５０ ３５ ７０．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １６ ４７．１
その他の非製造業 ８１ ４８ ５９．３

業種別回答状況

臨時調査

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号

ｏ．３１２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０１９　臨時調査  2022.07.15 14.42.08  Page 19 



今回の調査では、ウクライナ紛争は道内企業の経営に対して、「ウクライナ紛争単独の影

響ではなく、他の要因と関連して資源高をもたらす」といったコスト高全般への意見や、

「ウクライナ産小麦やロシア産海産物の物流停滞」といった直接的な影響について意見が寄

せられました。また、企業の負担増について、行政へ対応を求める声も聞かれました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

５．建設業

＜飲料品製造業＞ 原材料、資材などの価格

上昇が止まらなければ、販売価格に影響を及

ぼすこととなり、消費が落ち込むことにつな

がっていく。（札幌）

＜食肉加工業＞ 販売商品が不足し入荷しな

いため、機会損失が大きい。また、全商品の

価格が高騰しており、対応が遅れることも機

会損失拡大の一因となっている。（道央）

＜製材業＞ 木材価格の上昇は嬉しいことだ

が、エネルギー、食料の値上げが何とも悩ま

しく感じている。紛争の早期終結を望むばか

りである。（道南）

＜製材業＞ ウクライナ紛争がプラスになる

とは考えられない。行政には米国と協力して

ロシアに対する制裁をして紛争を終結させ、

日本における領土問題も解決してもらいた

い。（道東）

＜金属製品製造業＞ ロシアほどの大国が戦

争を起こすと、ましてや近隣とも言える北海

道で影響が無い訳はない。「平和」という保障

をいつ取り戻せるか、地球温暖化・汚染を解

決すべく行政と市民が考え方を一致させなけ

ればならないと思う。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 今のところ影響は少な

い。今後も材料価格上昇に伴って製品価格も

上がれば問題はない。早く紛争が終息し、経

済が回復することを望んでいる。（道東［建築

金物］）

＜紙製品製造業＞ 直接の影響はないが、ウ

クライナ紛争が原油価格の上昇に拍車をか

け、石油化学製品の原料価格が高騰すること

で、間接的に仕入価格の上昇を招かないか懸

念している。（札幌）

＜皮製品製造業＞ ウクライナ紛争単独の影

響ではなく、他の要因（コロナ・円安・原油

高等）が関連して経営環境を厳しくしてい

る。法人・個人事業者や現役世代への行政支

援は当面必要と考える。（道北）

＜建設業＞ ウクライナ紛争が建築材料や燃

料等、建築コストの更なる高騰を引き起こさ

ないか懸念している。（札幌）

＜住宅建築業＞ 道産木材の地産地消を推進

するため、行政には流通の仕組みや補助金な

どを充実させてほしい。（道央）

経営のポイント

ウクライナ紛争によりコスト高等の影響拡大
〈企業の生の声〉
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他の非製造業

＜塗料卸売業＞ ウクライナ紛争も加わった

原油高騰により、製品原価の値上がりに歯止

めがかからない状況になっている。そのた

め、建築資材を含むインフラ製品価格の値上

がりと官公庁発注（工事）額との間に格差が

生じ、差額分の値上げ（価格転嫁）が見込め

ない。行政には官公庁発注案件の期間変動幅

での補正が２次～３次下請けまで受けられる

よう調整してほしい。（札幌）

＜包装用品卸売業＞ 紛争前から原油価格高

騰により仕入価格は上昇基調にあったが、紛

争長期化の報道もあるなかで、原油価格は高

止まりの様相を呈していると感じる。当面は

仕入価格の上昇が続くと予想しているため、

販売価格への転嫁が優先活動になるものと考

えている。（札幌）

＜機械卸売業＞ エネルギーや資材が調達困

難である状況から販売機会を逸し、売上が減

少している。また、仕入価格の上昇により更

に利益率も低下しており、大変厳しい状況に

ある。行政には大企業だけでなく、中小企業

にも補助金や給付金をつけるなどの支援をし

てほしいと考える。（道南）

＜食品スーパー＞ 最も影響が大きいと思わ

れることは、ウクライナ産小麦の流通量が減

ることで、もう一段階輸入小麦の価格が高く

なることである。すでに今年４月の政府売渡

価格が＋１７％となっているが、１０月改訂では

さらに上昇するものと思われ、小麦を原料と

する、パン、麺類、菓子類の値上がりが予想

される。適切な価格転嫁ができないと、収益

への悪影響が大きいだろうと危惧している。

（札幌）

＜燃料小売業＞ ウクライナ紛争が拍車をか

ける原油高と、円安の進行が招いている燃料

油高の状況下で、燃料激変緩和対策がどこま

で続くのかが気がかりである。石油元売事業

者等の上流部門は好決算だが、ガソリンスタ

ンド等の下流部門はうまくいっていない。（道

南）

＜タクシー業＞ 紛争が長期化し、燃料価格

の上昇に伴う諸経費上昇は今後も続くと予想

している。いち早く紛争が終結し、安定した

経営ができる状態にしてほしい。（道北）

＜旅館＞ ロシア産原油や各種原材料の新し

い調達先を、早期に国策として考える必要が

ある。（道央）

＜観光ホテル＞ ロシア産魚介類の仕入が困

難になりつつあり、ホテル・旅館業への影響

は甚大である。（道東）

＜広告業＞ 戦争報道が消費マインドに少な

からず影響を与えていると想像している。（札

幌）

＜建設機械器具リース＞ ウクライナの影響

は今後あると思うが、大幅な売上減少にはな

らないと思っている。ただし、経営が上向き

であっても、紛争は注視していくべき問題だ

と捉えている。（道央）

経営のポイント
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Ⅰ．道内景気について（現状・先行き・懸念材料）

１．道内景気の現状と先行きについて
（１）現状判断
景気判断DI（「回復しているとした企

業の割合」－「悪化しているとした企業
の割合」）は△４と前年から６５ポイント
上昇し、２年連続の上昇となった。一方
で、水準としては４年連続でマイナス圏
となった。
（２）先行き（回復に転じる時期）
道内景気が回復に転じる時期は「２０２２
年中」（３３％）、「２０２３年中」（４３％）、「２０２４
年以降」（２４％）となった。

２．景気先行きの懸念材料（複数回答）
「原油価格の動向」（７９％）が４３ポイン
ト上昇し、１位となった。また、「原材料
価格の動向」（７４％）は３１ポイント上昇し
た。「新型コロナウイルスの動向」（６３％）
は１４ポイント低下し、３位となった。

Ⅱ．賃金の動向について

前年に比べ、定期給与（基本給・諸手
当等）を引き上げ・引き上げ予定の企業
（７７％）は９ポイント上昇。特別給与
（賞与・期末手当等）を引き上げ・引き
上げ予定の企業（２２％）は１ポイント上
昇した。

特別調査

景気判断DI、定期給与の引上げ企業割合ともに２年連続で上昇
道内景気と賃金の動向について

〈図表１〉景気判断DIの推移

※１９９７年および２００４年は調査実施なし

〈図表２〉賃金の引上げ推移

回
復
し
て
い
る←

→

悪
化
し
て
い
る
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Ⅰ 道内景気について（現状・先行き・懸念材料）

１．道内景気の現状と先行きについて

〈図表５〉道内景気が回復に転じる時期（n=378）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�２０２２年 ３３ ２９ ４４ ３１ ２１ １７ ３５ ２３ ３９ ４１ ５２ ４４ ３０

（６月以前） （１１）（９）（１３）（１９）（５）（４）（１１）（７）（７）（１５）（２１）（３１）（７）

（７～９月） （７）（７）（１３）（－）（５）（４）（７）（７）（７）（８）（９）（６）（４）

（１０～１２月） （１６）（１３）（１８）（１３）（１１）（９）（１７）（８）（２５）（１８）（２１）（６）（２０）

�２０２３年 ４３ ４６ ３６ ４４ ５３ ５２ ４１ ５５ ４６ ２６ ２７ ４４ ３７

（１～３月） （５）（６）（５）（６）（５）（９）（５）（７）（４）（８）（－）（６）（４）

（４～６月） （２４）（２５）（２３）（１９）（２４）（３５）（２３）（３１）（２８）（８）（１５）（２５）（２２）

（７～９月） （１１）（１３）（８）（１３）（２１）（９）（１０）（１５）（１２）（５）（３）（６）（７）

（１０～１２月） （３）（２）（－）（６）（３）（－）（４）（１）（２）（５）（９）（６）（４）

�２０２４年１月以降 ２４ ２５ ２１ ２５ ２６ ３０ ２４ ２３ １６ ３３ ２１ １３ ３３

〈図表３〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�現状判断
〈図表４〉

景気判断DI（△４）は前年比６５ポイント上昇し、２年連続の上昇となった。道内景
気の現状判断は、業種により濃淡はあるが、全業種で前年を上回った。

�先行き〈図表５〉
（回復に転じる時期）

道内景気が回復に転じる時期は、全業種で「２０２３年中」（４３％）が最多となった。一方で、
「２０２４年以降」（２４％）とする企業も一定数おり、先行きについてはバラツキがみられる。

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある

〈図表４〉道内景気の現状（n=391）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�回復している ２２ １９ ３４ １１ １５ ４ ２４ １９ １４ ３０ ２９ ５６ ２１

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （２２）（１９）（３４）（１１）（１５）（４）（２４）（１９）（１４）（３０）（２９）（５６）（２１）

�横ばい状態 ５２ ５２ ５１ ３９ ５４ ６１ ５２ ４８ ６３ ４５ ５０ ３１ ６０

�悪化している ２６ ２９ １５ ５０ ３２ ３５ ２４ ３３ ２３ ２５ ２１ １３ １９

（緩やかに悪化） （２４）（２８）（１５）（５０）（３２）（３０）（２２）（３２）（２１）（２３）（２１）（６）（１７）

（急速に悪化） （２）（１）（－）（－）（－）（４）（２）（１）（２）（３）（－）（６）（２）

景気判断DI�－� △４ △１１ ２０ △３９ △１７ △３０ △１ △１４ △９ ５ ９ ４４ ２

前年同時期 景気判断DI △６９ △６５ △７６ △４２ △６９ △６０ △７２ △７４ △７９ △６３ △６３ △８１ △６８

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある

特別調査
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２．景気先行きの懸念材料

〈図表６〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の要点（複数回答）

（項 目） 前年比 要 点

�原油価格の動向（７９％） ＋４３ 非製造業（７９％）で１位。原油高を受けて、全ての業種で前年を上回った。

�原材料価格の動向（７４％） ＋３１ 製造業（８２％）で１位。全ての業種で前年を上回った。

�新型コロナウイルスの動向（６３％） △１４ 全ての業種で前年を下回ったものの、依然として全ての業種で５０％以上となった。

�国内景気の動向（５８％） △１４ 全ての業種で前年を下回った。鉄鋼・金属製品・機械製造業（５６％）、運輸業（６５％）で３位となった。

�ウクライナ紛争の動向※（５８％） － 木材・木製品製造業を除く全ての業種で５０％以上となった。鉄鋼・金属製品・機械製造業（５６％）、ホテル・旅館業（６９％）で３位となった。

�個人消費の動向（５１％） △１０ 小売業（７６％）、ホテル・旅館業（６９％）で前年を上回った。食料品製造業（７３％）は横ばいとなった。

※「ウクライナ紛争の動向」は前年調査項目なし

〈図表７〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の推移（複数回答）

※「原材料価格の動向」は２０１４年、「新型コロナウイルスの動向」は２０２０年、「ウクライナ紛争の動向」は２０２２年から調
査項目に追加。
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〈図表８〉景気先行きの懸念材料（複数回答）（n=393）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�原油価格の動向
① ② ② ① ② ① ① ② ② ① ① ① ②
７９ ７８ ８１ ７８ ７１ ８８ ７９ ７８ ７５ ７８ ９４ ８８ ７１
（３６）（３４）（３６）（２６）（２７）（４８）（３７）（３４）（３０）（３８）（６７）（２４）（３９）

�原材料価格の動向
② ① ① ② ① ③ ② ① ① ③
７４ ８２ ８３ ７２ ９３ ７１ ７０ ８０ ８１ ６３ ６２ ５６ ６０
（４３）（５９）（５８）（８３）（５７）（４４）（３５）（４４）（４５）（２６）（２１）（３３）（２５）

�新型コロナウイルス
の動向

③ ③ ② ③ ③ ③ ② ①
６３ ６２ ７１ ５０ ５１ ７５ ６３ ５６ ６１ ６８ ６８ ５０ ７３
（７７）（８２）（８９）（７８）（７８）（７６）（７５）（６７）（７３）（６９）（８８）（９１）（８４）

�国内景気の動向
④ ③ ③
５８ ５９ ６３ ４４ ５６ ６７ ５８ ５９ ６０ ５９ ６５ ３８ ５６
（７２）（７５）（７６）（７４）（８１）（６４）（７１）（６４）（８６）（６０）（８３）（７１）（７１）

�ウクライナ紛争の動
向※

④ ③ ③
５８ ５６ ６１ ３９ ５６ ５８ ６０ ６２ ５６ ６３ ５９ ６９ ５４

�個人消費の動向
③ ③ ② ③

５１ ４４ ７３ ３３ ２０ ４２ ５５ ４１ ６１ ７６ ４４ ６９ ５４
（６１）（５７）（７３）（４８）（３５）（６８）（６３）（５２）（６６）（６９）（７５）（６７）（６４）

�物価の動向 ４７ ４５ ５９ ３９ ４２ ３３ ４８ ４７ ５１ ５４ ３２ ４４ ５６
（２７）（２４）（２９）（２６）（２２）（１６）（２８）（２６）（３２）（３１）（２９）（１９）（３０）

�電気料金の動向
③ ②

４４ ５７ ７３ ３９ ５１ ５０ ３９ ３３ ３７ ４９ ９ ７５ ５０
（１３）（２０）（２９）（１３）（１４）（２０）（１０）（１１）（５）（１２）（－）（１９）（１６）

	公共投資の動向
③

３０ ２５ ７ １７ ３７ ４２ ３３ ６７ ２６ １０ １２ ０ ３３
（３５）（３１）（１３）（１７）（４６）（５２）（３７）（６９）（２５）（１２）（２５）（５）（３４）


雇用の動向 ２７ １６ ２９ ６ ５ ２１ ３２ ３６ ２３ ２９ ２４ ５０ ３８
（３３）（２５）（３３）（２２）（１９）（２４）（３６）（３８）（２９）（４５）（３３）（４３）（３４）


為替の動向
③

２７ ３２ ３９ ６７ １２ ２９ ２５ ２２ ４２ ２４ １２ １３ ２３
（１０）（１５）（１６）（３０）（１１）（８）（８）（５）（１１）（１２）（８）（－）（９）

�中国経済の動向 ２４ ２１ １７ ３３ ２４ １３ ２５ ２１ ３２ ２９ ２１ ２５ ２５
（１９）（２８）（２７）（４８）（２４）（１６）（１４）（１２）（１４）（１０）（１３）（１９）（２３）

�金利の動向 ２０ １９ ２９ ２２ １２ ８ ２０ ２７ １６ ２０ １２ ２５ １９
（１１）（１４）（１８）（１７）（８）（１２）（９）（１１）（９）（７）（８）（５）（１１）

住宅投資の動向 １７ １７ ７ ６１ ７ １７ １７ ２６ ２１ １０ ９ ０ １５
（１５）（１３）（４）（３０）（１４）（１２）（１６）（２０）（２５）（１０）（２１）（－）（９）

�設備投資の動向 １６ １９ １０ １７ ３２ １３ １５ ２６ １２ １０ ９ ６ １０
（１９）（２５）（１８）（９）（３８）（３２）（１６）（２４）（９）（１０）（１７）（１０）（１８）

�金融機関の融資姿勢 １４ １５ ２４ ２２ ７ ８ １３ １６ １２ ５ １８ ６ １３
（１８）（１９）（２４）（２６）（１４）（８）（１７）（７）（２１）（１４）（２９）（４３）（１６）

�米中貿易摩擦の動向 １１ ９ ５ １１ １２ ８ １２ １０ １１ ２０ ９ ６ １５
（１１）（１５）（１１）（２２）（１６）（１６）（９）（６）（１３）（１２）（１３）（－）（９）

�政局の動向 １０ ７ ５ ６ １２ ０ １２ １４ １１ ７ １２ １３ １３
（２０）（１５）（１１）（９）（２２）（１６）（２２）（２８）（１４）（２１）（１７）（２９）（２３）

�欧米経済の動向 １０ １０ １０ ２２ ７ ４ １０ １２ ９ １５ ６ ０ １３
（１２）（１８）（１６）（４４）（１１）（８）（１０）（８）（７）（７）（１３）（１４）（１６）

�株価の動向 １０ ５ １０ ０ ２ ４ １２ １２ １１ １５ ６ ６ １７
（１１）（１１）（９）（１７）（８）（１２）（１１）（１２）（１１）（１４）（１３）（５）（１１）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査の実績。※「ウクライナ紛争の動向」は前年調査項目なし

特別調査

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号
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Ⅱ 賃金の動向について

（項 目） 要 点

�定期給与の動向
〈図表１０〉

「引き上げ・引き上げ予定」（７７％）は前年比９ポイント上昇した。卸売業を
除く７業種が前年を上回った。製造業（８０％）では１６ポイント上昇した。

�定期給与の引き上げ幅
〈図表１１〉

全ての業種で「前年から増加した」（６４％）が最多となった。

�特別給与の動向
〈図表１２〉

「今のところ未定」（３８％）が最多となった。「引き上げ・引き上げ予定」（２２％）は前年
比１ポイント上昇、「引き下げ・引き下げ予定」（６％）は前年比６ポイント低下した。

�賃金見直し時の重視項目
〈図表１３〉

「企業の業績」（８８％）は前年比１ポイント上昇した。「雇用の維持・確保」（５５％）
も前年比５ポイント上昇した。「物価の動向」（１８％）は１４ポイント上昇した。

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�前年から増加した ６４ ６２ ７９ ５０ ６４ ４５ ６４ ６４ ６０ ７１ ６１ ７８ ６３

�前年から横ばい ３０ ３３ １７ ４３ ３６ ４１ ２９ ３３ ３０ ２１ ３５ ２２ ２６

�前年から減少した ３ ３ ０ ７ ０ ９ ３ ２ ７ ４ ４ ０ ３

�今のところ未定 ３ ２ ３ ０ ０ ５ ３ ２ ２ ４ ０ ０ ９

※２０２２年調査から項目に追加。今年定期給与を引き上げた（定期昇給あるいはベースアップを実施した）企業の数値。
四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。

〈図表９〉項目別の要点

〈図表１１〉一人当たり定期給与（基本給・諸手当等）の引き上げ幅の動向（n=300）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

７７ ８０ ７３ ７８ ８３ ８８ ７５ ８８ ７４ ７０ ７０ ５６ ７３
（６８）（６４）（５６）（５０）（７９）（６８）（７０）（８１）（７５）（６０）（５９）（２６）（７６）

①（定期昇給のみ実
施）

４３ ４２ ４０ ３９ ４５ ４２ ４３ ５１ ４０ ４３ ３９ ３１ ４４
（４２）（３９）（３６）（２５）（５３）（３６）（４４）（４４）（５２）（４０）（４５）（２６）（４４）

②（ベースアップのみ
実施）

１２ １６ １０ ２８ １３ ２１ １０ １０ ９ ８ １５ ２５ ４
（６）（７）（４）（８）（８）（８）（５）（８）（７）（－）（－）（－）（７）

③（定期昇給とベース
アップを実施）

２２ ２２ ２３ １１ ２５ ２５ ２２ ２７ ２６ ２０ １５ ０ ２５
（２０）（１８）（１６）（１７）（１８）（２４）（２１）（２９）（１６）（２１）（１４）（－）（２４）

�引き下げ・引き下げ予
定

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（２）（－）（－）（５）（５）（５）（２）

�前年並みとした １４ １４ １８ １７ １０ １３ １５ ７ ２１ １５ １２ １９ １９
（１８）（１８）（２２）（２９）（８）（１６）（１７）（８）（１４）（２８）（２３）（４２）（１６）

�今のところ未定 ９ ７ １０ ６ ８ ０ １０ ４ ５ １５ １８ ２５ ８
（１３）（１８）（２２）（２１）（１３）（１６）（１１）（１０）（１１）（７）（１４）（２６）（７）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表１０〉定期給与（基本給・諸手当等）の動向（n=390）
（単位：％）

特別調査

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：道内景気の現状と先行き、および賃金の動向について
回答期間：２０２２年５月下旬～６月中旬
本文中の略称
（Ａ）景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化していると
した企業の割合」

（Ｂ）ｎ（number)
有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

２２ ２２ ２５ １８ ２８ １３ ２２ ２５ ３６ １６ ６ ６ ２１
（２１）（１６）（９）（１３）（２６）（１６）（２３）（２８）（２４）（２３）（１８）（０）（２４）

�引き下げ・引き下げ予
定

６ ６ ３ １２ ６ ８ ６ ７ ５ ５ ６ ６ ４
（１２）（１３）（２２）（４）（５）（１６）（１１）（７）（７）（９）（１４）（３２）（１７）

�前年並みとした ３５ ３２ ３５ ３５ ２５ ３８ ３６ ３５ ３１ ２９ ４４ １９ ４８
（３８）（４２）（４９）（４２）（３９）（３２）（３６）（３８）（４２）（３５）（２３）（５）（４６）

�今のところ未定 ３８ ３９ ３８ ３５ ４２ ４２ ３７ ３３ ２７ ５０ ４４ ６９ ２７
（３０）（３０）（２０）（４２）（２９）（３６）（３０）（２７）（２７）（３３）（４５）（６３）（１３）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表１２〉特別給与（賞与・期末手当等）の動向（n=375）
（単位：％）

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３９８ １００．０％
札幌市 １５０ ３７．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９４ ２３．６
道 南 ３８ ９．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １４．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６０ １５．１ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７００ ３９８ ５６．９％
製 造 業 １９９ １２６ ６３．３
食 料 品 ６８ ４１ ６０．３
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １８ ５４．５
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ４２ ７０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２５ ６５．８
非 製 造 業 ５０１ ２７２ ５４．３
建 設 業 １３９ ７４ ５３．２
卸 売 業 １００ ５８ ５８．０
小 売 業 ９７ ４１ ４２．３
運 輸 業 ５０ ３５ ７０．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １６ ４７．１
その他の非製造業 ８１ ４８ ５９．３

業種別回答状況

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�企業の業績 ８８ ９０ ８５ ９３ ９５ ８８ ８８ ９０ ８３ ９５ ８８ ８８ ８３
（８７）（８９）（８９）（９６）（７８）（９６）（８７）（８６）（９３）（８３）（９１）（８４）（８３）

�雇用の維持・確保 ５５ ５３ ６８ ３６ ４９ ４８ ５６ ６１ ５５ ５０ ４９ ５６ ６０
（５０）（４８）（５８）（３８）（４７）（４０）（５２）（５７）（３８）（５２）（５５）（４７）（５９）

�世間相場 １８ １４ １３ ７ ２３ ８ １９ ２１ １６ ２８ １２ ６ ２１
（１９）（１７）（２０）（８）（１４）（２４）（２０）（２８）（９）（３６）（９）（２１）（１１）

�物価の動向 １８ ２０ １８ １４ １８ ２８ １７ ２０ ２２ ２５ １２ ０ ８
（４）（４）（９）（－）（－）（４）（５）（４）（４）（５）（１４）（５）（２）

�その他 ２ １ ０ ７ ０ ０ ３ ９ ０ ０ ０ ６ ０
（３）（２）（４）（－）（３）（－）（３）（２）（２）（２）（－）（１６）（４）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表１３〉賃金見直しの際の重視項目（複数回答）（n=383）
（単位：％）

特別調査
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今回の調査では、道内景気は景気判断DIが２年連続で上昇したものの、水準としては４

年連続のマイナス圏となりました。７割以上の企業が「原油価格の動向」や「原材料価格の

動向」を先行きの懸念材料に挙げるなど、物価の上昇に関する声が多く聞かれました。

賃上げは、定期給与を引き上げ・引き上げ予定の企業の割合が２年連続で上昇しました。賃

上げを行うにあたっては、コストが増大する中での利益の確保に苦慮する声が聞かれました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

【道内景気の現状と先行きについて】

＜食料品製造業＞ 当社の製品製造にも欠か
せないエネルギー価格の大幅増をはじめとし
てコストプッシュ要因が多く、売上や販売量
を増やしながらコスト転嫁がスムーズに進め
られるかが今後のポイントになると考えてい
る。（道央［きのこ］）

＜製菓業＞ 原料やエネルギーなど生産活動
に必要不可欠なものが高騰すると、商品価格
に転嫁せざるをえない状況になる。人口や個
人の実質購買力が減少している中で価格転嫁
を実施すると、販売数量が減少し、製造数量
も減少することが予想される。（道北）

＜製材業＞ 複雑化したグローバル経済が停
滞し、物流が滞っている。自社への影響が大
きいため心配している。（道南）

＜金属製品製造業＞ コロナ禍に関しては、
３～４月頃に先行きの景況感に薄日が差した
かに見えた。しかし、ウクライナ紛争の長期
化に伴って原材料や資材の高騰が続き、設備
の新規投資や更新投資の時期が延びている。
足元では業況回復の見通しが立っていない。
（札幌［スチール製品］）

＜金属製品製造業＞ ウクライナ紛争が終息
したとしても、ロシアに対する経済制裁など
の影響で物価の高騰は続くと考えている。し
ばらくは先行きが不透明であるとともに、自
社の業績にもかなりの影響が出ると考えてい
る。（道北［金属塗装］）

＜革製品製造業＞ 主たる外的要因（コロナ
禍・ウクライナ紛争）に加えて、道内では天
候不順による農作物への影響も懸念材料だと
考えられる。（道北）

＜印刷業＞ 道内は観光需要、特にインバウ
ンドが回復しないと景気の回復は見込めな
い。（札幌）

＜建設業＞ 資材高騰や資材確保の困難がい
つまで続くのか、全くもって先が見えない。
大型案件の受注に際し、特に鋼材関係は早め
の発注をしているが、現在の世界情勢では先
行き不透明としか言えない。（道東［公共工
事］）

＜食品卸売業＞ 全般的に物価が上昇し、
スーパーでは青果物の買い控えが起きてお
り、当面はこの傾向が続くと考える。（札幌
［青果］）

経営のポイント

景気判断は持ち直し、賃上げ企業は増加するも、諸物価の上昇が先行きの懸念材料
〈 企業の生の声〉
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７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜大型小売店＞ 取扱商品の値上がりが予想
される中、燃料費・水道光熱費・消耗品費な
ども上昇が見込まれる。また、金利について
は現状が相当な低金利状態となっており、円
安の解消のために利上げが行われれば、支払
利息の増加も諸経費増加とともに収益の圧迫
要因になると予想している。（札幌［スー
パー］）

＜医療機器小売業＞ 仕入価格の高騰、商品
の欠品などが少しずつ増えてきた傾向にあ
る。今後は注文をもらっても商品が無いとい
う状況も増えると思う。（道東）

＜運輸業＞ 特に新型コロナの動向が、観光
業を主体としている道内経済に影響を与えて
いる。それに伴い食品の消費（特に米や麦等
の農産品）が減少し、農業にも影響が出てい
る。（道央［農産品］）

＜都市ホテル＞ 燃料代や各仕入原価の上昇
を、販売価格に反映しづらい。また、物価上
昇により人の流動性が弱まる。さらに、世界
情勢が不安定であれば、インバウンド受け入
れも活発にならないのではないかと懸念して
いる。（札幌）

＜観光ホテル＞ 円安が原油価格高騰に拍車
をかけており、秋～冬にかけて暖房にかかる
コストの上昇が心配される。（道東）

＜自動車整備業＞ 半導体不足により部品供
給の目途が立たず、非常に困っている。原油
価格の上昇により、運送業者の体力が弱って
おり、整備業界の当社にも影響が出ている。
（道北）

【賃金動向について】

＜食料品製造業＞ 当社の給与水準は、業界
全体からみると低くはないが、上を見れば差
があり、アピールポイントにはなりにくい。
中途採用など社会人経験者から見れば賃金に
は納得してもらえるものの、新卒には響かな
い。（札幌［製粉］）

＜製菓業＞ 賃金と雇用の維持・確保は密接
につながっていることから、賃金は増加傾向
を予想している。一方で、機械化やシステム
化が可能な範囲は設備投資を検討し、企業に
おける人件費率を維持することも重要と考え
ている。現状は人員が若干不足している状況
にあることから、採用募集を行い、適正人員
を補充する活動を進めている。（道北）

＜製材業＞ 先の見通しを立てづらい状況に
あるため、賃金の引き上げは難しい。（道東）

＜金属製品製造業＞ 賃金を上げても扶養控
除の枠が広がらなければ、これまでの勤務よ
り休暇を多く取るようになるだけで、人手不
足となるのが実情である。ただ、人員確保の
意味では物価が上がっているので、賃金は上
げたい。（札幌）

＜金属製品製造業＞ コロナ禍と物価高騰で
先行き不透明な中で、自社の存続自体も不透
明である。時短操業、休業などで対応中の現
状では、気持ちはあっても実際に昇給は難し
い。会社存続を最優先とし、業況回復時には
その分も加味した昇給とする前提で社員は同
意している。（札幌［スチール製品］）

経営のポイント
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

＜デンタルケア製品製造業＞ 歯科技工士や
歯科衛生士は応募が少なく、求人における賃
金の引き上げを余儀なくされている。価格転
嫁をしようにも、診療報酬は点数が決められ
ているため、当社の値上げを受け入れる顧客
は、その分だけ医業収益が減ってしまうこと
となり、なかなかスムーズに進まない。（札
幌）

＜土木工事業＞ 土木建設業界全体に賃金引
き上げ基準が設けられたが、自社は基準を上
回る賃上げを実施した。もっとも、現状は会
社の経営状況が良いため賃上げを実施できた
が、業績が悪化した時も毎年賃上げを実施し
なければならず、将来的な負担となることは
避けられないと感じる。（道北）

＜建設業＞ 自社の賃金体系として、夏・冬
の賞与は一定額としているが、決算賞与は利
益が出た時のみ支給している。多くの工事で
利益を上げられれば、会社全体の利益も上が
り、結果として決算賞与が支給できる。これ
により、職員のモチベーションアップを図
り、継続した経営基盤の確保を目指してい
る。（道東［公共工事］）

＜機械卸売業＞ 連日値上げのニュースが多
く、従業員の日々の生活を少しでも楽にでき
ればと思い、賃上げを実施した。働いてくれ
る従業員のモチベーションアップにもつなが
り、業績が上がると信じている。賃上げ分は
経費の削減などで乗り切りたい。（道南［漁業
用機械］）

＜食品小売業＞ 諸物価上昇の折、社員の生
活を守る観点と、他企業より賃金水準が劣っ

ていると退職者の増加が懸念されるという観
点から、賃金引き上げは仕方ないと考えてい
る。しかし、会社の業績は改善スピードが遅
く、利益の確保が難しい状態となっている。
（札幌［酒］）

＜タクシー業＞ 業績の悪化が続く中で、な
かなか賃上げや賞与支給を実施できる状態で
はないのが実情である。もう少しタクシー業
界、特に地方のタクシー事業者に対して、助
成や一時的な減税などの対策をとってほし
い。（道北）

＜観光ホテル＞ 当社の正社員の給与は同業
他社に比べて高いと思うし、それを目指して
いる。奨学金返済の一部補助（実質全額補助
になっている）や公休数の増加など待遇の改
善も進めており、ここ数年、宿泊業としては
珍しく大卒の新卒者の獲得ができている。し
かしながら、繁忙期の派遣社員募集が前年ま
でと比べ鈍く、困っている。高齢者雇用の検
討も必要になるかもしれない。（道東）

＜建設コンサルタント＞ ２０２１年４月に施行
された同一労働同一賃金の法改正に対応すべ
く、嘱託職員および臨時職員に正社員と同じ
手当を支給するよう改定したことと、２０２２年
４月の定期昇給とは別に、若手社員と臨時職
員の賃上げを実施したことで、人件費が大き
く増加した。当社は公共事業が主体で、収益
増を狙った受注拡大は容易ではないことか
ら、その他のコスト削減に注力し、収益の確
保を図っていくことが当面の課題である。（道
東）

経営のポイント
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（要約）

○ロシアのウクライナ侵攻をきっかけとしたエネルギー・食糧価格の急上昇は、欧州と周辺

の地域に波及。

○フランス・英国など主要国では、物価高が国民の不満につながり政治が不安定化する一

方、利上げによる抑制効果も限定的。

○個人・家庭の仕事と生活の充実にとどまらず、地域・社会におけるウェルビーイングのあ

り方に注目する欧州の取り組みに注目。

はじめに

前月の本欄では、ロシアによるウクライナ侵攻後、欧州が結束しロシアに対する厳しい経済制

裁に踏み切った後、世界各地でエネルギーと食糧の供給不足が生じていることについて述べまし

た。

今月は、以上の点を、欧州市民の生活という視点から考えたいと思います。エネルギーと食糧

の価格上昇は、欧州でも市民の生活に強い影響を与えています。そのため市民の不満が、各国の

政治不安定化につながっています。さらに欧州は、コロナ禍からようやく立ち直り、個人・家族

の幸福だけでなく地域・社会で多様性を認め合う取り組みが浸透していることを紹介していきた

いと思います。

１．欧州が直面するエネルギー・食糧価格の上昇

ロシアによるウクライナ侵攻が続いています。７月前半の時点で、戦局の先行きは依然不透明

であり、戦争が長期化する見通しが強まってきました。ロシアがウクライナ東部を中心に攻勢を

かけるなか、欧米諸国がウクライナに対し一層の武器供与を行うと、ロシアが反発し国内で総動

員令をかけ兵力を増強したり、核兵器を使用する懸念があるためです。

その一方で、前月述べた、EUがロシアからの原油などの輸入を停止するなど、強い姿勢で経

済制裁を行うという姿勢は変わっていません。

しかし、中長期的にロシアへのエネルギー依存から脱却するという方針は、短期的にはエネル

ギー価格の急上昇という副作用をもたらしています。また、欧州では、夏のバカンスは自動車で

南欧の観光地などに行く場合も多いため、この時期にガソリンの価格が上昇することは、市民に

とって大きな痛手になるためです。

さらに、欧州と周辺の中近東・アフリカなどで、食糧価格が急上昇しています。ウクライナは

世界第五位の小麦生産国であり、他に大麦・トウモロコシなどの穀物を生産してきました。しか

しウクライナの穀物に依存してきた周辺国への輸出が困難になっています。

欧州の物価上昇と働き方改革－日本への示唆
国際大学 特別招聘教授

林 秀毅

寄稿
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（図表１）ウクライナ食糧生産見通し（２０２２年）

（出所）ウクライナ穀物協会（UGA）

今般、ウクライナ穀物協会が発表した収穫見通しによれば、２０２２年の産出は小麦を中心に前年

比６０～７０％に減少するが、それでも国内の消費量を大幅に上回る見込みです。（図表１）

内訳として、まず産出高が大きく減っています。ロシアの軍事侵略により土地の占領と農地に

地雷が設置されていること、耕作機械が持ち去られていることによる影響が指摘されています。

主力の小麦は、２０２１年３３百万トンから２０２２年１９．２百万トンへ、前年の６０％以下に減少する見込み

です。それでも国内消費分の３倍に当たるため、本来輸出余力は十分にあります。

さらに小麦に大麦・トウモロコシ・ひまわりなどを加えた穀物全体でみた２０２２年のウクライナ

による生産量は６６．５百万トンを産出する見込みで、これら全体でみても半分程度を輸出すること

ができます。

しかしロシアが周辺の海域を封鎖しているため、ウクライナの港から輸出することが困難に

なっています。そのため、６月下旬に開催されたEU首脳会議では、ウクライナから、一旦陸路

でEU内に運んだ後、世界各地に輸出することなどが検討されました。

しかし、ウクライナからの食糧輸出が困難な現状の影響は、欧州の食糧価格上昇にとどまら

ず、周辺の途上国における食糧不足につながっています。さらに、世界的な食糧の需給バランス

が変わっており、日本国内でも小麦などを原料として用いる生産者、最終的な消費者の双方に大

きな影響を与えています。
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（図表２）フランス大統領選挙・下院議員選挙の結果（２０２２年）

（出所）フランス内務省発表などにより筆者作成

２．欧州主要国の政治・経済が不安定化

話題を欧州に戻すと、以上のような生活コストに直接関わるエネルギー・食料価格の上昇に

よって国民の不満が高まり、欧州主要国では政治情勢が不安定化しています。

２月下旬のロシアによるウクライナ侵攻後、欧州は人道的な見地からウクライナを強く支持し

ており、この立場は基本的に変わっていません。しかし、この考えに沿って行われた経済制裁な

どにより自らの生活が影響を受けるようになったため、春ごろから市民の反応が変化してきまし

た。

この変化が明確に現れたのが、４月に行われたフランスの大統領選です。一般に、ウクライナ

侵攻のような「有事」の局面では、現職が指導力を発揮しやすいため有利とされています。しか

もフランスは２０２２年前半、EUの議長国だったため、マクロン大統領はウクライナ・ロシア双方

と活発なやり取りを続けたのです。

この結果、４月１０日に行われた第一回投票では、マクロン氏が予想通りトップに立ちました。

しかし、続く２４日に行われた決選投票では、極右のルペン氏が物価対策に争点を絞って戦ったた

め接戦となり、マクロン氏が僅差で勝利する結果となったのです。

さらに、６月１９日に行われた下院議員選では、マクロン氏を支持する与党連が議席を大幅に減

らし過半数を失った一方、ルペン氏の国民連合が躍進したのです。（図表２）
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（図表３）ユーロ圏消費者物価指数（HICP） （図表４）ユーロ為替レート

（出所）Eurostat, The Wall Street Journalから筆者作成

一方、ドイツでも、ショルツ首相率いる社会民主党が５月に行われた二つの地方選で大敗しま

した。ショルツ氏は、これまでのドイツのロシアに対するエネルギー依存から脱却する姿勢を明

確に示しています。しかしそのためにエネルギー価格が上昇しているだけでなく、石炭火力など

も活用せざるを得なくなるため、今後は連立政権を組む「緑の党」との関係なども懸念されます。

さらに、英国は一段と難しい状況にあります。英国は元々、２０２０年１月末のEU離脱（ブレグ

ジット）により、物価上昇圧力が高まっていました。欧州域内でEUとの物流ネットワークが円

滑でなくなり、移民の減少によりトラック運転手の不足につながったためです。

政治面では、コロナ危機対応のさなか、ジョンソン首相が行動制限に反して複数のパーティー

に参加していたことが明らかになりました。

５月５日に行われた統一地方選で、与党・保守党は大敗しました。その後も不祥事や重要閣

僚・党幹部の辞任が相次いだため、ジョンソン首相は、７月７日、辞任を表明しました。

それでは経済面で、物価上昇に対する有効な対策は取られているのでしょうか。

欧州中央銀行（ECB）は６月、２０２２年のユーロ圏インフレ率見通しを、６．８％に引き上げまし

た。この見通しは前回３月時点の５．１％から大幅に上方修正されているだけでなく、ECBが本来

目標としている２％のインフレ率を大きく上回っています。（図表３）

この点、為替市場への影響を見ると、ユーロ円レートは円安圧力が強いためユーロ高になって

いますが、ユーロドルレートでみるとユーロ安が進んでいます（図表４）。この背景には、米国

がインフレ抑制のため、より早く大幅に利上げを実施していることがあります。

同月に行われた記者会見で、ラガルド総裁は次回７月２１日の政策理事会で政策金利を０．２５％引

き上げ、さらに夏休み明けの次々回９月８日でも再び引き上げると発言しました。

一方、英中銀（BOE）は、５月まで既に連続５回、政策会合で利上げを実施しました。それで

もなお、５月に発表された消費者物価は９．１％まで上昇し４０年ぶりの高水準となりました。その

ｏ．３１２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３１～０３６　寄稿  2022.07.19 16.08.29  Page 34 



寄稿

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号

（図表５）「真のウェルビーイング」への道

（出所）筆者作成

ため、８月以降も利上げ継続の姿勢を続けざるを得ないでしょう。

以上のような中央銀行の決定で問題になるのは、利上げの有効性です。ここでは、元々の原因

であるウクライナ情勢自体の先行きが不透明である上、インフレの抑制と経済成長のバランスを

取るにはどうすべきか、非常に難しい局面にあると言わざるを得ません。

さらに、このような不透明な状況では、仮に利上げが行われても企業も一般市民も「この程度

では、インフレが収束しようにない」と考えてしまい、政策に対する信頼性が低下しやすいこと

も問題です。

３．地域・社会のあり方－真のウェルビーイングとは何か

最後に、以上のように政治・経済両面で不透明感が高まっている中、個人や家庭はどうあるべ

きかについて、考えてみましょう。

昨年５月の寄稿では、新型コロナ禍のなか、日本でも在宅勤務などにより「仕事と生活の好循

環」を目指す方向に変化しつつあること、さらにその上で、欧州の取り組みを参考に、個人が能

力やモチベーションを高めるには多様性を互いに認める地域・社会が必要だと述べました。

この点、近年、ウェルビーイングということばが日本でもしばしば話題になります。単なる金

銭的な満足感などでなく、心身の健康に支えられた精神的な幸福感をさす場合が多いように思い

ます。

しかし、そう考えた場合、皆が幸福感を得るためには、自分だけの幸福を求めるのではなく、

他の人々や家庭の幸福にも配慮することが必要になるためです。

筆者は以前から、このことばを北欧の方々から耳にしていました。真のウェルビーイングの実

現には、地域・社会で互いの多様性を尊重する考え方が必要になると感じています。（図表５）
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EUは、コロナ禍に加え、エネルギー・食糧価格の上昇が続く中でも、働く環境を整え、地

域・社会における多様性を重視し、一人一人の幸福感を高めていこうという姿勢を変えていませ

ん。

EUは従来から、平等な雇用条件と子供や高齢者、障がい者を保護する基本原則を打ち出して

います。さらに６月、EUは上場企業の取締役に占める女性の比率を少なくとも４０％とすること

で合意しました。

ウクライナ情勢は依然、不透明な状態が続いており、欧州が人道的見地からウクライナを強く

支持する姿勢に変わりはありません。６月２３、２４の両日開催されたEU首脳会議では、ウクライ

ナは将来、EU加盟するための候補国として正式に承認されました。

欧州の取り組みはすべてうまくいっている訳ではなく、試行錯誤の面もあります。ウクライナ

のEU加盟についても、今後時間をかけた取り組みが必要となり、EU・ウクライナ双方の努力が

必要になるでしょう。

しかし内外に山積する課題に対し前向きに取り組み、皆が満足する結論を導こうとする姿勢は

一貫しています。

日本でも、周辺国との関係が不安定化し、国内でも物価が上昇する中、雇用のあり方や一人一

人の幸福感が問われています。 （７月８日記）

（参考資料）

林 秀毅「ウクライナ侵攻と欧州経済・ビジネス－日本企業の視点から－」（ほくよう調査レポー

ト、２０２２年６月）

林 秀毅「新型コロナ第三波と対応―第二波への対応と経済政策―」（ほくよう調査レポート、

２０２１年５月）

林 秀毅「『新しい日常』の職場と家庭の在り方」（東レ経営研究所「経営センサー」、２０２１年１

月）

＜執筆者紹介＞

林 秀毅（はやし ひでき）１９８１年東京大学卒業、同年日本興業銀行入行。ルクセンブルグ興

銀、調査部主任部員、一橋大学客員教授、慶応義塾大学特任教授、日本経済研究センター特任研

究員等を経て現職。日立総合計画研究所リサーチフェローを兼務。北海道EU協会顧問。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８

２０２１年１～３月 ８７．１ ３．２ ９６．３ ２．６ ８７．９ ４．１ ９４．５ １．６ ８８．６ △３．４ ９４．５ △１．６
４～６月 ８９．３ ２．５ ９６．５ ０．２ ９１．６ ４．２ ９５．３ ０．８ ８７．０ △１．８ ９５．７ １．３
７～９月 ９０．１ ０．９ ９４．７ △１．９ ９１．４ △０．２ ９２．２ △３．３ ８８．２ １．４ ９７．９ ２．３
１０～１２月 ８６．４ △４．１ ９４．９ ０．２ ８６．９ △４．９ ９２．４ ０．２ ８９．１ １．０ ９９．９ ２．０

２０２２年１～３月 ８９．０ ３．０ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．７ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０
２０２１年 ５月 ８８．９ ０．３ ９２．３ △６．２ ９１．６ ０．７ ９３．５ △２．６ ８７．８ ０．０ ９４．２ △０．５

６月 ９０．４ １．７ ９８．９ ７．２ ９２．１ ０．５ ９６．５ ３．２ ８７．０ △０．９ ９５．７ １．６
７月 ９２．６ ２．４ ９８．１ △０．８ ９３．４ １．４ ９６．１ △０．４ ８７．４ ０．５ ９５．４ △０．３
８月 ８９．８ △３．０ ９６．２ △１．９ ９１．３ △２．２ ９３．６ △２．６ ８７．３ △０．１ ９５．３ △０．１
９月 ８８．０ △２．０ ８９．９ △６．５ ８９．６ △１．９ ８６．９ △７．２ ８８．２ １．０ ９７．９ ２．７
１０月 ８７．１ △１．０ ９１．８ ２．１ ８７．９ △１．９ ８９．１ ２．５ ８９．７ １．７ ９８．４ ０．５
１１月 ８６．１ △１．１ ９６．４ ５．０ ８６．９ △１．１ ９３．９ ５．４ ８９．４ △０．３ ９９．８ １．４
１２月 ８５．９ △０．２ ９６．６ ０．２ ８５．８ △１．３ ９４．１ ０．２ ８９．１ △０．３ ９９．９ ０．１

２０２２年 １月 ８８．５ ３．０ ９４．３ △２．４ ８８．８ ３．５ ９２．７ △１．５ ９２．３ ３．６ ９９．２ △０．７
２月 ８７．２ △１．５ ９６．２ ２．０ ８７．５ △１．５ ９２．７ ０．０ ８９．４ △３．１ １０１．３ ２．１
３月 ９１．３ ４．７ ９６．５ ０．３ ８８．８ １．５ ９３．３ ０．６ ９１．１ １．９ １００．９ △０．４
４月 r ９１．０ △０．３ ９５．１ △１．５ r ９２．４ ４．１ ９３．０ △０．３ r ９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３
５月 p８７．２ △４．２ ８８．０ △７．５ p８９．７ △２．９ ８９．２ △４．１ p８９．１ △２．６ ９７．７ △０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７ △０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７ △１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７ △５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３

２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９４９△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１２ ０．６
４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３４ △１．１
７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７
２０２１年 ５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２

６月 ７９，４１０△３．４ １６，４２１△２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７８△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７６ △２．３
９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６４△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５３ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３
２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２
３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３
４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４２ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６１ ０．６
５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号

ｏ．３１２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３７～０４１　主要経済指標  2022.07.19 09.46.31  Page 37 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，７５９△２．７ ４６，８７９ △４．７ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３

２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２２５ １１．１ ６７，３１１ △７．３ １７，３４５ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６４４ ３．３
４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１５３△３．８ ７０，５２４ △０．８ １８，３４９ △０．２ ４０，４１１ △１．３ ９，０８９ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０ △８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８０１ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６５ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７ △２．９

２０２２年１～３月 ３９，１７０△１．４ １２，２３８ ０．１ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
２０２１年 ５月 １１，５１９ １．４ ３，８３０ ０．９ ２２，６７５ △２．０ ６，１７８ １．８ １４，４８５ △３．２ ３，２２６ △４．８

６月 １１，６８２△２２．７ ３，７９５△１９．７ ２４，４２３ △１．４ ６，１７０ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３０ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３４ ２．１ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４３６ ０．４ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３２ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８１ ４．６ １１，５７３ １．２ ２，７９７ ０．０
１１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９０９ １．１ １１，１９６ △４．０ ２，７０８ △４．０
１２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３

２０２２年 １月 １２，８４５△５．２ ４，２３５△１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６
２月 １０，３３７△８．６ ３，４６６△０．８ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１
３月 １５，９８８ ７．５ ４，５３６ ２．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２
４月 １２，６１７ ９．３ ３，５７８ １．４ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５
５月 １２，５０８ ８．６ ３，７０４△３．３ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１

２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６ △２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０
４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
２０２１年 ５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －

６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１ △１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７ △０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ △１００．０

２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ ０ △１００．０
２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ ０ －
３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ ０ －
４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ ０ －
５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ p ０ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号

ｏ．３１２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３７～０４１　主要経済指標  2022.07.20 17.02.11  Page 38 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８
２０２１年度 ３２，０９１ １．０ ８，６５９ ６．６ １，７３２ △６．５ ４３，７３８ ９．３ １０３，７３３ ９．３

２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５
４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６
７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３
１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４

２０２２年１～３月 ４，９７６ △１３．７ ２，００４ ４．９ ３３９ ３．０ ９，７０３ △１．４ ２８，５２８ １１．２
２０２１年 ５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２

６月 ３，３０２ ４．７ ７６３ ７．３ ３４５ ６７．７ ４，０１３ ２０．８ ９，２７１ １８．６
７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１
８月 ２，９９６ △２０．２ ７４３ ７．５ １３７ ６．８ ２，７７２ △１５．０ ７，３３１ １７．０
９月 ３，２８５ １９．３ ７３２ ４．３ １１８ ８．８ ３，３０６ ０．４ １０，３０１ １２．５
１０月 ３，０４３ １２．３ ７８０ １０．４ １６１ ５０．７ ４，９００ ４８．８ ７，７１６ ２．９
１１月 ２，９３３ ９．０ ７３４ ３．７ ８４ ６．５ ３，４１２ １０．４ ８，０７１ １１．６
１２月 ２，０９１ △９．９ ６８４ ４．２ １０６ ３７．６ ４，４６６ ３５．６ ９，８７４ ５．１

２０２２年 １月 １，１１６ △３０．５ ５９７ ２．１ ４７ △６３．６ ２，９３７ △１．７ ７，１１６ ５．１
２月 １，３６８ △９．１ ６４６ ６．３ １３２ １３３．８ ３，４５９ １２．３ ７，１１３ ４．３
３月 ２，４９２ △６．１ ７６１ ６．０ １６０ １１．７ ３，３０６ △１２．３ １４，２９９ ７．６
４月 ３，２３３ △６．８ ７６２ ２．２ １４０ ４１．３ ４，５０２ ２２．２ ９，２９０ １９．０
５月 ２，５３９ △１８．３ ６７２ △４．３ １１８ △４３．２ ３，７０６ △７．０ ７，６８９ ７．４

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５
２０２１年度 １３９，８６８ △９．４ ５２，３１０ △１．２ ４１，８１５ △１５．８ ４５，７４３ △１１．６ ３，４７７，６０８ △９．９

２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２
４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４
７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４
１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１

２０２２年１～３月 ３７，８５９ △１３．９ １４，１２２ △１１．３ １１，３７１ △１０．２ １２，３６６ △１９．８ ９８８，６８６ △１７．４
２０２１年 ５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７

６月 １２，８７９ ０．４ ５，０８２ １７．３ ３，６９２ △１４．９ ４，１０５ △１．２ ２９６，６２３ ４．５
７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４
８月 １０，９５９ △５．６ ４，０７３ １５．３ ３，３５７ △１８．６ ３，５２９ △１０．５ ２６３，６０２ △２．８
９月 １０，２０５ △３３．９ ４，１８８ △２０．９ ２，６３１ △４２．４ ３，３８６ △３９．３ ２５６，９６３ △３４．３
１０月 ９，２９４ △３０．２ ３，５６６ △２０．９ ２，７０２ △３４．３ ３，０２６ △３５．７ ２３０，４９９ △３２．２
１１月 １１，０４６ △１４．２ ３，８７６ △１８．１ ３，３６５ △９．６ ３，８０５ △１４．０ ２９１，６６５ △１３．４
１２月 ９，７０５ △７．５ ３，８９７ △５．２ ２，７６７ △９．２ ３，０４１ △８．８ ２８０，１４１ △１１．１

２０２２年 １月 ９，６１８ △８．３ ３，５５３ △１０．４ ３，１１１ １０．８ ２，９５４ △２０．５ ２７２，４４５ △１６．１
２月 １０，０３５ △１５．６ ３，３２７ △２１．５ ３，０２３ △６．６ ３，６８５ △１６．４ ２８９，８４８ △１９．９
３月 １８，２０６ △１５．８ ７，２４２ △６．１ ５，２３７ △２０．９ ５，７２７ △２１．４ ４２６，３９３ △１６．５
４月 １１，８５０ △６．９ ４，４９８ ４．０ ３，７７１ △９．２ ３，５８１ △１５．６ ２４４，２９２ △１５．３
５月 ９，３４６ △１８．１ ３，２８８ △１７．２ ２，９４０ △８．２ ３，１１８ △２６．３ ２１１，８５６ △２２．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号

ｏ．３１２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３７～０４１　主要経済指標  2022.07.19 09.46.31  Page 39 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８

２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８
４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．１０ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７
２０２１年 ５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１

６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ ↑ ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ ３．３ ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ↓ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ ↑ ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ ３．０ ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ↓ ２．５

２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ ↑ ２．７
２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ ３．１ ２．６
３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ ↓ ２．６
４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ － ２．７
５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ － ２．８

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９
４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１
２０２１年 ５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０

６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２
２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７
３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１
４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８
５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ４０ ―ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１８年度 ３８４，２５０ ０．８ ８０７，０９９ １．９ １，４３２，８９０ １４．３ ８２３，１９０ ７．２
２０１９年度 ２９８，９１３ △２２．２ ７５８，７８８ △６．０ １，２１７，４００ △１５．０ ７７１，７２４ △６．３
２０２０年度 ２２０，２４５ △２６．３ ６９４，８５４ △８．４ ８４３，９４６ △３０．７ ６８４，６９３ △１１．３
２０２１年度 ３３６，７０２ ５２．９ ８５８，７７７ ２３．６ r１，３３１，４４６ ５７．８ r ９１２，７１７ ３３．３

２０２１年１～３月 ５８，４７８ △１３．７ １９１，９５４ ６．０ ２６４，２７５ △１１．３ １８７，７１４ ２．６
４～６月 ７７，７４７ ５９．２ ２０６，６４６ ４５．０ ２８０，２８８ ４３．３ ２０２，８１４ ２４．２
７～９月 ８６，３０１ ７９．４ ２０８，０００ ２４．９ ２７９，００２ ８０．７ ２１６，５５８ ３６．９
１０～１２月 ８９，１９５ ３７．６ ２２４，３１４ １５．７ ３６６，９４３ ５９．７ ２４０，５２２ ３７．４

２０２２年１～３月 ８３，４５９ ４２．７ ２１９，８１７ １４．５ r ４０５，２１３ ５３．３ r ２５２，８２４ ３４．７
２０２１年 ５月 １９，５２０ ３９．８ ６２，６０６ ４９．６ ９９，７０７ ７６．１ ６４，７３５ ２８．４

６月 ２５，２１８ ４７．０ ７２，２３８ ４８．６ ８９，０７５ ５９．８ ６８，５４４ ３３．１
７月 ２７，７０５ ７３．４ ７３，５４７ ３７．０ ９０，６６９ ８３．１ ６９，２０２ ２８．６
８月 ２８，０３３ ７５．１ ６６，０４８ ２６．２ ８１，１４８ ６６．４ ７２，５８２ ４５．０
９月 ３０，５６３ ８９．８ ６８，４０５ １３．０ １０７，１８６ ９１．０ ７４，７７３ ３８．８
１０月 ３１，９７４ ４６．５ ７１，８３２ ９．４ １１６，２１９ ６８．１ ７２，５８２ ２６．８
１１月 ２９，８６８ ４１．５ ７３，６７０ ２０．５ １１５，４６８ ４９．２ ８３，２３９ ４３．８
１２月 ２７，３５３ ２５．０ ７８，８１２ １７．５ １３５，２５６ ６２．６ ８４，７０１ ４１．２

２０２２年 １月 ２０，５１５ ３６．２ ６３，３１８ ９．６ １２７，０６１ ６９．９ ８５，３１２ ３９．７
２月 ２７，７３５ ７５．８ ７１，８９９ １９．１ １４０，０９７ ５１．３ ７８，６７１ ３４．２
３月 ３５，２０９ ２７．４ ８４，６００ １４．７ １３８，０５５ ４３．１ ８８，８４０ ３１．４
４月 ３２，８４１ △０．５ ８０，７５７ １２．５ r １５３，７７１ ６８．０ r ８９，２９４ ２８．４
５月 ２９，８９１ ５３．１ ７２，５２０ １５．８ p１６１，５８６ ６２．１ p ９６，３７８ ４８．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
２０２０年度 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８
２０２１年度 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７

２０２１年１～３月 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８
４～６月 １９１，０７３ ７．４ ８，９９５，９６１ ４．８ １１２，８０５ ３．２ ５，３６５，０５２ ０．６
７～９月 １８７，００６ ４．３ ８，９６６，２２８ ３．８ １１２，６９７ ２．０ ５，３７４，６９０ ０．９
１０～１２月 １９０，８８０ ４．１ ９，０３８，４３５ ３．６ １１３，６２１ △０．２ ５，４２２，２１２ １．１

２０２２年１～３月 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７
２０２１年 ５月 １８９，７４７ ６．５ ９，０５０，３６９ ５．９ １１３，０８２ ５．４ ５，３７２，１５９ １．２

６月 １９１，０７３ ７．４ ８，９９５，９６１ ４．８ １１２，８０５ ３．２ ５，３６５，０５２ ０．６
７月 １８８，８３９ ５．９ ８，９７０，６５６ ４．５ １１３，０７２ ２．３ ５，３６８，０１３ ０．６
８月 １８９，００３ ５．０ ８，９８４，８３０ ４．１ １１３，０７１ １．９ ５，３５９，２６６ ０．６
９月 １８７，００６ ４．３ ８，９６６，２２８ ３．８ １１２，６９７ ２．０ ５，３７４，６９０ ０．９
１０月 １８８，３１０ ３．８ ８，９９７，８３７ ４．１ １１３，４３８ ２．０ ５，３７２，９３３ １．０
１１月 １８８，８７９ ４．８ ９，０５２，９６１ ３．６ １１３，０９２ １．５ ５，３９３，５３３ ０．７
１２月 １９０，８８０ ４．１ ９，０３８，４３５ ３．６ １１３，６２１ △０．２ ５，４２２，２１２ １．１

２０２２年 １月 １８９，３２３ ３．７ ９，０６２，１７３ ３．５ １１３，１５９ △０．９ ５，４０９，１２６ ０．９
２月 １９０，０９８ ３．６ ９，０８５，６７０ ３．４ １１３，３９５ △０．６ ５，４２７，７５７ ０．９
３月 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７
４月 １９４，９２７ ３．２ ９，２８０，３２４ ３．０ １１２，７７１ △０．８ ５，４７１，４９７ １．７
５月 １９３，６８１ ２．１ ９，３１２，２４１ ２．９ １１２，４９９ △０．５ ５，４８５，５１８ ２．１

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ４１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年８・９月号
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２２年４～６月期実績、２０２２年７～９月期見通し）

●ウクライナ紛争の道内企業の経営への影響について

●２０２２年 道内景気と賃金の動向について

●寄稿
欧州の物価上昇と働き方改革－日本への示唆

ほくよう調査レポート 2022.8･9月号（No.312）
令和4年（2022年）7月発行
発 行 株式会社 北洋銀行
企画・制作 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 調査部

電話（011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞

　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．３１２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／表紙　コート／北洋銀行　４Ｃ　合併号なので体裁変更あり  2022.07.15 11.34.18  Page 1 


